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２　
軽
自
動
車
税（
第
５
条
関
係
）

【
施
行
日
】　

公
布
の
日

○
南
相
馬
市
宅
地
造
成
事
業
特
別

会
計
条
例
制
定
に
つ
い
て

　

宅
地
造
成
事
業
の
円
滑
な
運
営

と
そ
の
経
理
の
適
正
を
図
る
た
め
、

新
た
に
条
例
を
制
定
す
る
も
の
。

【
主
な
内
容
】

　

本
事
業
で
は
、
原
町
区
大
木
戸

地
区
に
住
宅
用
地
（
59
区
画
、
開

発
面
積
：
約
３
万
５
千
㎡
）
を
整

備
し
、
分
譲
す
る
も
の
。

（
平
均
分
譲
面
積
：
405
㎡
／
区
画
、

平
均
提
供
想
定
価
格
：
１
千
388
万

円
／
区
画
）

【
施
行
日
】　

平
成
27
年
４
月
１
日

○
南
相
馬
市
原
子
力
災
害
に
よ
る

被
災
者
に
対
す
る
市
税
の
減
免
に

関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
制
定
に
つ
い
て

　

原
子
力
災
害
に
よ
る
被
災
者
に

対
す
る
平
成
27
年
度
の
固
定
資
産

税
及
び
軽
自
動
車
税
の
負
担
軽
減

を
図
る
た
め
、
必
要
な
改
正
を
行

う
も
の
。

【
主
な
内
容
】

１　
固
定
資
産
税（
第
３
条
関
係
）

⑴
旧
緊
急
時
避
難
準
備
区
域
及
び

そ
の
他
の
区
域
（
30
㎞
圏
外
）

の
土
地
及
び
家
屋

定
例
会

３３月議会月議会

条
例
関
係

大町災害公営住宅カギ渡し式大町災害公営住宅カギ渡し式

一般会計当初予算9155億円億円　一部修正可決　一部修正可決！！

⑵
旧
特
定
避
難
勧
奨
地
点
の
土
地

及
び
家
屋

⑶
償
却
資
産

　３月議会は３月２日から25日までの　３月議会は３月２日から25日までの
24日間行われ、議案 63件（条例関係24日間行われ、議案 63件（条例関係
14件、予算関係 29件、その他 20件）14件、予算関係 29件、その他 20件）
を審議し、一部修正し可決しました。を審議し、一部修正し可決しました。

要件 対象車両 27年度
軽自動車税 根拠法令等

平成27年４月１日
の賦課期日時点に
帰還困難区域内に
放置

・原動機付自転車
・軽自動車
・小型特殊自動車
・２輪の小型自動車

減　免 市税減免
条例

原子力災害による
避難区域等

使用又は
使用見込

27年度
固定資産税 根拠法令等

居住困難区域及び
避難指示解除準備

区域

無し 減免 市税
減免条例

有り 課税 地方税法

指定 世帯全員の
避難の有無

27年度
固定資産税 根拠法令等

解除
有り 全額減免

市税
減免条例

無し ２分の１減免

原子力災害による避難区域等 避難指示 27年度
固定資産税 根拠法令等

居住困難
区域

（帰還困難区域）
継続

（見込） 課税免除 地方税法（居住制限区域）

避難指示解除準備区域

旧緊急時避難準備区域
なし ２分の１

減免
市税
減免条例その他の区域（30㎞圏外）
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一般会計当初予算一般会計当初予算915915億円　一部修正可決！

○
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運

営
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
条

例
の
整
理
に
関
す
る
条
例
制
定
に

つ
い
て

　

地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運

営
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に

よ
り
、
教
育
長
が
常
勤
の
特
別
職

職
員
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
る
こ

と
な
ど
に
伴
い
、
関
係
条
例
の
必

要
な
改
正
を
行
う
も
の
。

【
主
な
内
容
】

　

①
教
育
行
政
の
責
任
の
明
確
化

　

②
総
合
教
育
会
議
の
設
置
、
大

綱
の
策
定

　

③
国
の
地
方
公
共
団
体
へ
の
関

与
の
見
直
し

【
施
行
日
】　

平
成
27
年
４
月
１
日

○
人
権
擁
護
委
員
の
推
薦
に
つ
き
意

見
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
浦　
　

令
子
氏

　
　
　
　
　
（
小
高
区　

新
任
）

・
佐
藤　

房
子
氏

　
　
　
　
　
（
小
高
区　

新
任
）

・
志
賀
ケ
イ
子
氏

　
　
　
　
　
（
小
高
区　

再
任
）

○
教
育
長
の
任
命
に
つ
き
同
意
を

求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
阿
部　

貞
康
氏

　
　
　
　
　
（
小
高
区　

新
任
）

○
工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

【
主
な
内
容
】

上
町
・
万
ヶ
廹
災
害
公
営
住
宅

建
設
建
築
主
体
工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
小
高
区
上
町
一
丁
目

地
内
外

・
契
約
の
金
額
２
億
９
千
808
万
円

・
契
約
の
方
法

　

制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
工　

期

　

平
成
28
年
２
月
25
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

　

株
式
会
社
中
里
工
務
店（小

高
区
）

【
主
な
内
容
】

南
相
馬
市
復
興
工
業
団
地
（
渋

佐
・
萱
浜
）
事
業
第
１
期
造
成

工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
原
町
区
渋
佐
・
萱
浜

地
内

・
契
約
の
金
額
37
億
１
千
952
万
円

・
契
約
の
方
法

　

制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
工　

期

　

平
成
29
年
３
月
31
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

関
場
・
石
川
特
定
建
設
工
事
共

同
企
業
体
（
代
表
構
成
員　

関

場
建
設
株
式
会
社
）（
原
町
区
）

【
主
な
内
容
】

除
染
対
策
事
業
交
付
金
表
土
改

善
（
陣
ケ
崎
公
園
）
工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
原
町
区
上
太
田
字

陣
ヶ
崎
地
内

・
契
約
の
金
額
３
億
９
千
312
万
円

・
契
約
の
方
法

　

制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
工　

期

　

平
成
28
年
３
月
31
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

株
式
会
社
諸
井
緑
樹
園（原

町
区
）

【
主
な
内
容
】

栄
町
災
害
公
営
住
宅
建
設
建
築

主
体
工
事

・
施
工
場
所

南
相
馬
市
原
町
区
栄
町
三
丁
目

地
内

・
契
約
の
金
額
６
億
８
千
148
万
円

・
契
約
の
方
法

　

制
限
付
き
一
般
競
争
入
札

・
工　

期

　

平
成
28
年
２
月
29
日
ま
で

・
契
約
の
相
手
方

石
川
建
設
工
業
株
式
会
社

（
原
町
区
）

人　
　

事

予
算
関
係

定
例
会

○
南
相
馬
市
東
日
本
大
震
災
等
に
よ
る
被
災
者

に
対
す
る
国
民
健
康
保
険
税
及
び
介
護
保
険
料

の
減
免
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
制
定
に
つ
い
て

　

東
日
本
大
震
災
等
に
よ
る
被
災
者
に
対
す
る

平
成
27
年
度
の
国
民
健
康
保
険
税
及
び
介
護
保

険
料
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
必
要
な
改
正

を
行
う
も
の
。

【
主
な
内
容
】

【
施
行
日
】　

平
成
27
年
４
月
１
日

区　　　　分
減免適用年・月

改正後 改正前
①避難指示等対象地域及び上位
所得層を除く旧緊急時避難準
備区域等

平成27年４月
～平成28年３月

平成26年４月
～平成27年３月

②旧緊急時避難準備区域等のう
ち平成26年度中に指定が解
除された特定避難勧奨地点及
び旧避難指示解除準備区域
（田村市及び川内村の一部）
の上位所得層

平成27年４月
～平成27年９月

平成26年４月
～平成27年３月

③避難指示等対象地域以外の被
災区域

平成27年４月
～平成28年３月

平成26年４月
～平成27年３月

※
右
記
①
②
③
以
外
の
地
域
：
減
免
な
し


